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■ 日本の住宅事情の現状と課題

団塊ジュニア世代の持家取得意向と実態のギャップ団塊ジュニア世代の持家取得意向と実態のギャップ

○団塊ジュニア層を中心に国民の住宅取得意欲は根強いが、年収の減少による
住宅の購買力の低下、年功序列型の賃金制度の崩壊、地価の下落などの経済変化住宅の購買力の低下、年功序列型の賃金制度の崩壊、地価の下落などの経済変化
などもあり、世帯持家率が全体の６０．９％

※
と比べても非常に低い。

○３０歳前後の子育て世代の居住状況は７７．３％
※
が借家に居住し、住宅の延べ面積の

平均が４５．９３㎡
※
と狭く、居住環境の改善が望まれる。

※は、総務省平成20年｢住宅・土地統計調査｣（確報）。

■ 団塊ジュニア世代の持家取得意欲は旺盛

現在持家
 どうしても持家を
買いたい

 できれば持家を
買いたい

合  計 持 家 率現在持家
買いたい 買いたい

合 計

２５～２９歳 12.5% 12.9% 38.3% 63.6%

３０ ３４歳 28 6% 10 3% 30 5% 69 3% 30 1%

持 家 率

11.7%

３０～３４歳 28.6% 10.3% 30.5% 69.3% 30.1%

資料『平成20年住宅・土地調査集計結果』資料『家族観、住まいに関する世代別価値観調査』
（2006年リクルート住宅総研）

その他の政策的課題その他の政策的課題

○耐震不足と推計される住宅が約１１５０万戸
*1
あり、耐震建替の推進。

○高齢者等のための設備がある住宅は住宅全体の４８．７％
*2

と約半数であり、

バリアフリ 化の推進バリアフリー化の推進。

○住宅の省エネ化の推進。
*1 は、総務省平成15年｢住宅・土地統計調査｣、 *2 は、総務省平成20年｢住宅・土地統計調査｣（確報）。
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◆戸建住宅取得者の中心は２０代後半～３０代◆戸建住宅取得者の中心は２０代後半～３０代

住宅生産団体連合会『2008年度戸建注文住宅の顧客実態調査』によると、
戸建住宅を取得した人の世帯主年齢分布では、３０代が３０～３４歳（２１．５％）、
３５～３９歳（２３．８％）で計４５．３％となっており、２５～２９歳までの７．３％と
合わせて全体の５２．６％と半数以上を占め、占率は年々上昇している。

● 戸建注文住宅の世帯主年齢分布（全体）
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資料：2008年度戸建注文住宅の顧客実態調査
（住宅生産団体連合会 2009年8月発表）



◆◆ 住宅金融の現状と役割住宅金融の現状と役割

住宅金融は、国民の生活基盤である住宅取得に際し、支柱としての重要な役割を果たしている。

● 都市圏別、借入金有無の割合
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資料：2008年度戸建注文住宅の顧客実態調査
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◆◆ 借入金比率の高い３０代は、長期固定ローンがベスト借入金比率の高い３０代は、長期固定ローンがベスト

住宅ローン利用者の中心は、２０代後半～３０代前半の一次取得層であり、
長期にわたる安定したライフプランに、長期固定金利の利用は欠かせない。
特に、一次取得層の多い地方の都市圏では、借入金の比率が高く、長期に

がわたり計画的に返済できる長期固定の安全・安心なローンが必要。

世帯主年齢別（実額） 自己資金 贈与額 借入金
世帯主年齢別（比率） 自己資金 贈与額 借入金

● (世帯主年齢別) 住宅取得資金の構成(自己資金、贈与額、借入金)と合計金額
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◆◆ ３０代給与所得者の平均年収は減少傾向３０代給与所得者の平均年収は減少傾向

● 20歳代後半 50歳代の平均年収比較

住宅一次取得者の中心である３０歳代の給与所得者の平均年収は近年減少傾向

（万円）

1997年 2008年

男 413 0 377 8 35 2 8 5

減少率（％）
※２

平均年収（万円）
年齢 性別

減少額（万円）
※１

● 20歳代後半～50歳代の平均年収比較

男 413.0 377.8 35.2 8.5

女 311.1 294.4 16.7 5.4

男 513.2 453.3 59.9 11.7

女 306.8 300.7 6.1 2.0

男 589 1 529 6 59 5 10 1

25～29歳

30～34歳

男 589.1 529.6 59.5 10.1

女 291.2 289.9 1.3 0.4

男 644.7 617.2 27.5 4.3

女 286.0 287.6 +16 +0.6

男 694 5 663 4 31 1 4 5

35～39歳

40～44歳

歳
男 694.5 663.4 31.1 4.5

女 275.3 289.7 +14.4 +5.2

男 736.6 669.8 66.8 9.1

女 283.1 276.1 7.0 2.5

男 702.1 630.4 71.7 10.2

50～54歳

55 59歳

45～49歳

男

女 273.4 256.3 17.1 6.3
55～59歳

※※１１ 減少額減少額 （（20082008年の年収）－（年の年収）－（19971997年の平均年収）年の平均年収）
※※２２ 減少率減少率 {{（（20082008年の平均年収）－（年の平均年収）－（19971997年の平均年収）年の平均年収）}} ／（／（19971997年の平均年収）年の平均年収）

資料）国税庁資料）国税庁 『『民間給与実態統計調査民間給与実態統計調査』』

6

3030歳代サラリーマンは、金利変動リスクに対して必ずしも十分な余力が家計に無い歳代サラリーマンは、金利変動リスクに対して必ずしも十分な余力が家計に無い
にも関わらず、目先の返済額に誘導されやすい状況になっている。にも関わらず、目先の返済額に誘導されやすい状況になっている。

資料）国税庁資料）国税庁 『『民間給与実態統計調査民間給与実態統計調査』』



◆◆ 金利上昇リスクはライフイベントに大きく影響する金利上昇リスクはライフイベントに大きく影響する

３０代を中心とする住宅ローン利用者は、生涯収入の伸びが鈍化する中で
長期返済の住宅ローンを組まざるを得ない。

金利上昇リスクは、単に住宅ローン返済額の増大のみならず、

（１）子供の教育費 （２）老後生活資金 等のライフイベントに

大きく影響し、家計収支悪化から、家計破綻を招くリスクが高まる。

7

HousingHousing FinanceFinance 20092009 // WinterWinter 紀平正幸多摩大学客員教授作成資料を一部編集紀平正幸多摩大学客員教授作成資料を一部編集

計画的なライフプランを立てる上で、長期固定金利のローンは欠かせない。



◆◆ 直近の住宅ローン利用者の金利タイプ別利用割合直近の住宅ローン利用者の金利タイプ別利用割合

メガバンクＡ

ハウスメーカーのローン窓口担当から、提携金融機関の本店窓口に照会した
結果、以下の回答・コメントが得られた。 ヒアリング実施日： 2010年3月4～8日

メガバンクＡ
・変動金利 70％（80％に近づきつつあり、一部地域は９０％以上に）
・当初 10年固定 １0％（最近減少傾向）
・ 全期間固定 10％（返済期間10年、15年程度の人が当初一定期間優遇の固定金利特約を期 定 済期 、 程度 初 定期 優 定 特約

使って全期間固定する。返済期間の長い人はいない。）
・ その他 10％
＊金利ミックスを利用する人はあまりいない。

メガバンクＢメガバンクＢ
・変動金利 70％～80％
・当初10年固定 10％
・その他 10％から20％
＊フラット35 Ｓ1％金利引き下げは、マンションを中心に増加傾向にある。

信託銀行ＣおよびＤ
・変動金利 90％以上
・長期固定 10％弱（20年以上の当初固定金利）

＊短期固定はほとんどいない。10年固定も数％。変動金利は採算厳しいが、集客のためには必要。

各種公表資料の先行指標である提携金融機関への『直接ヒアリング』では、

8

変動金利型住宅ローンが急増している!!
大手金融機関では、８０％に達しており、将来の金利変動リスクが懸念される！



◆◆ 住宅金融支援機構直近データでも変動金利が増加住宅金融支援機構直近データでも変動金利が増加

『民間住宅ローン利用者
の実態調査』より、
『金利タイプ別利用状況』
平成２２年３月１１日
住宅金融支援機構発表

*平成２２年２月に民間住平成２２年２月に民間住

宅ローンを借入された方
に対するインターネットに
よるアンケート調査

9
支援機構によるインターネット調査でも、変動金利は５４％と上昇傾向に！



◆ 住宅ローン利用予定者の約半数は固定金利を希望

住宅ロ ン利用予定者の４０ ５０％は 長期固定ロ ンを希望されている住宅ローン利用予定者の４０～５０％は、長期固定ローンを希望されている。
しかし、実態は５４％（大手金融機関では８割）の方が変動金利を利用。 （Ｐ7～8参照）

10

資料）平成21年度『民間住宅ローン利用者の実態調査』 【民間住宅ローン利用予定者編】（第2回）
（平成21年12月2日 住宅金融支援機構）からの抜粋

＊今後５年以内に住宅を取得し、住宅ローンを利用予定の方に対するアンケート調査



◆◆ お客様が変動金利ローンを選択というのは誤り！お客様が変動金利ローンを選択というのは誤り！

ず

変動金利選択の理由は、返済額が低いからにすぎない。
実際には、将来にわたって安全・安心なローンを期待されている。

⇒銀行窓口等での、金利変動リスクに関する説明は必ずしも十分ではない。

数多くのローン申込み関係書類と合わせて、説明が実施されているため、形式的かつ
楽観的な見通しが示されることがある。最終的な判断はお客様ですという対応。

（金融商品取引法の対象外のため、説明内容が担当者や金融機関で異なる傾向がある。）

●ローン利用者の金銭消費貸借契約に同行した営業担当者が銀行窓口でよく耳にする言葉

日銀の緩和政策もあり 短期プライムレートはこの数年低い水準で安定しています

● 営業担当者も返済額が高くなる長期固定金利は、金利差、毎月返済額があまりに乖離

日銀の緩和政策もあり、短期プライムレートはこの数年低い水準で安定しています。
景気の先行きから、金利がすぐに上昇するとも言えないのでは。
最終的には、あくまでもお客様のご判断ですが・・・。

すると勧めることが困難になる。 低コストでの長期固定ローン供給の仕組みが必要。

長期固定金利と変動金利の借入時金利差が１．３％以上または毎月返済額で１万円以上
の差がつくと、リスクがあっても変動金利を選択されやすくなってくる。

変 動 金 利 １．０７５％ 月々 ７１,４４８円

＊２５００万円借入れ、３５年返済での＊２５００万円借入れ、３５年返済での当初返済額の比較当初返済額の比較

【 】 全期間固定当初10年 ２ ６０８％ 月々 ９０ ８２７円 変 金 差 ３ 円 /月

緊急経済対策で、長期固定金利が
選ばれるレベルになった。

11

【フラット３５】Ｓ全期間固定当初10年 ２．６０８％ 月々 ９０,８２７円 変動金利との差額 １９,３７９円 /月

（１％金利引き下げ後） 当初10年１．９０８％ 月々 ８１,６４０円 同上 １０,１９２円 /月
＊平成２１年１２月『明日の安心と成長のための緊急経済対策』 ＊比較のため＊比較のため【【フラット３５フラット３５】】SSの金利は、団信特約料分を含めて表示している。の金利は、団信特約料分を含めて表示している。



◆◆ 営業現場での学習と、顧客への説明営業現場での学習と、顧客への説明

●住団連では、●住団連では、
金利タイプ別の各ローンの特徴やリスク、

過去の金利推移等について、解説ツールを
作成し、住宅メーカー各社にて使用している。

●営業担当は●営業担当は●営業担当は●営業担当は
『『住宅ローンアドバイザー住宅ローンアドバイザー』』の資格取得等
により基本的な知識、関連法令等を学習して
いる。いる。
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◆◆ 長期固定ローン供給支援の必要性（安定供給と低コスト化）長期固定ローン供給支援の必要性（安定供給と低コスト化）

●長期固定ローンの継続的・安定的大量供給の確保

＊民間金融機関による長期固定ローンの安定供給には限界
都銀 生保の一部 ネット銀行 信託銀行等を中心に限られた金融機関で長期固定都銀、生保の一部、ネット銀行、信託銀行等を中心に限られた金融機関で長期固定
ローンの取り扱いが現在存在する。
これらの金融機関でも、 『ALM（Asset Liability Management：資産負債管理）上の
制約等から、長期固定ローンばかり貸し出すとリスクが高まるため、安定的かつ大量
の長期固定ローン供給を行うことは困難と考えられる。

＊金融環境によって、品揃えから消えることも
民間金融機関の店頭に、常時長期固定金利ローンの品揃えがあるわけではなく、

●長期固定ローンを低コストで供給するための仕組みの整備

金融環境に関わらず、安定した提供を希望する消費者ニーズに応じきれない。

＊証券化市場の整備
民間金融機関が長期固定金利を安定かつ低コストで供給するためには、証券化
市場の発達が欠かせない。市場 発達 欠 な 。

＊大数の法則を活用した低コスト化の追求
証券化支援事業に特化する以上、RMBS発行コストの低減をさらに目指して欲しい。

＊民間の専門家を交えた組織による低コスト化の追求
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民間の専門家を交えた組織による低 スト化の追求
機構ＭＢＳを財投機関債のスプレッド等と比較して差がついてしまっている。



◆ 住宅金融の政策誘導機能は住宅の質の向上に寄与

住宅金融支援機構の【フラット３５】Ｓ （優良住宅取得支援制度）では、建物が一定の性能基準を
満たす場合、金利引下げの対象となっており政策誘導機能を有する。

現在は、一定の性能を有する性能基準を満たした場合に、
通常０．３％の金利引下げのところ、

平成２１年１２月に策定された『明日の安心と成長のための緊急平成２１年１２月に策定された『明日の安心と成長のための緊急
経済対策』により、当初１０年間１％金利引下げを実施中。

◆省エネルギー性（省エネ対策等級４）

◆耐震性（耐震等級構造躯体の倒壊等防止）２、または３または免震建築物◆耐震性（耐震等級構造躯体の倒壊等防止）２、または３または免震建築物
◆バリアフリー性（高齢者等配慮対策等級３、４または５）

◆耐久性・可変性（劣化対策等級３、かつ維持管理対策等級２または３）

げ プ（20年金利引下げタイプ）

長期優良住宅をはじめ、上記4基準をさらに上回る場合に、
当初10年間金利１％引下げに加えて、11年目以降20年目まで、０．３％金利引下げ

政策誘導機能を通じて、優良な住宅を市場に供給政策誘導機能を通じて、優良な住宅を市場に供給
（ストックとしての住宅資産価値の向上）（ストックとしての住宅資産価値の向上） 14



◆◆ 住宅取得機会の公平性確保と多様な商品の提供住宅取得機会の公平性確保と多様な商品の提供

●融資選別で住宅取得機会損失がないローン（セーフティネット）の確保

＊民間では供給困難な住宅ローンの整備
・職 業 （自営業、派遣社員、勤務先企業評点の低い先他）職 業 （自営業、派遣社員、勤務先企業評点の低い先他）
・転職暦 （転職１～３年未満）
・病 歴 （病歴ありで団体信用生命保険加入困難者）
・土地属性（借地、保留地等）土地属性（借地、保留地等）

＊ 審査基準が、個別的でなく予め明確化されているローンが必要

●民間金融機関では安定供給が困難な長期固定金利の安定供給

＊民間では長期固定金利（期間20年以上の固定金利）は、証券化を除き、
スワップ等の手法でも、10～20年固定金利程度までのリスクヘッジが限度。

逆ザヤ逆ザヤ逆ザヤ逆ザヤ
短期金利（預金金利）短期金利（預金金利）貸出金利貸出金利

（長期固定）（長期固定）

逆ザヤ逆ザヤ逆ザヤ逆ザヤ
短期金利（預金金利）短期金利（預金金利）
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返済期間返済期間 最長３０～３５年最長３０～３５年



◆◆ 住宅金融のあるべき方向性（まとめ）住宅金融のあるべき方向性（まとめ）

■ 住宅金融の基本的な考え方は、

住宅のアフォーダビリティ（取得容易性）の向上と考えられます。住宅のアフォ ダビリティ（取得容易性）の向上と考えられます。
住宅取得を望む消費者は、家計において『計画的かつ健全な資金計画』に
基づいて住宅を取得することを希望されています。

＊長期固定ローンは、安全・安心なローンとして将来のライフプランに沿った
計画的でリスクの少ない資金計画が可能です計画的でリスクの少ない資金計画が可能です。

＊そのため、金利動向で多少上下するとはいえ、ローン利用予定者の５割前後の
人が長期固定ローンの利用を希望しています。

＊しかし、実際にはローン利用者の５割を超える方が、金利変動のリスクを負い、
将来不安を抱えながらも、当初返済額が大幅に少ないために変動金利ローンを
利用されている実態があります利用されている実態があります。

低コストの長期固定ローンを、継続的・安定的かつ大量に供給できる
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仕組みが必要と考えます。


